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水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会 規約（改正案） 
  

 

 

第１条 名称 

本会は、「水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会」（以下「推進協議会」という。）

と称す。 

 

第２条 目的 

推進協議会は、河川管理者、県、市町村等が連携・協力して、信濃川下流域のもつ課題及

び減災のための目標を共有し、協働して、ハード対策とソフト対策を一体的、計画的に推進

することにより、下流域において氾濫が発生することを前提として社会全体で常に洪水に備

える「水防災意識社会」を再構築し、地域防災力を向上させる治水方策を推進することを目

的とする。 

 

第３条 組織 

１． 推進協議会に会長をおく。会長は、会員の互選によるものとし、会務を総括する。 

なお、会員は、別表－１に掲げる会員をもって構成する。 

２． 推進協議会に幹事会をおく。幹事長は会長が指名し、幹事は、別表－２に掲げる幹事を 

もって構成する。 

幹事会は、推進協議会の企画立案や会員機関相互の連絡調整、推進協議会の指示による 

各種検討を行う。 

３． 推進協議会及び幹事会は、必要に応じ、協力学識者に意見を聴くことができる。 

また、協力学識者は、幹事会において選任するものとする。 

  なお、協力学識者の委嘱期間は、原則として２年とするが、再委嘱を妨げないものとす

る。 

４． 幹事会は、必要に応じ、ワーキンググループを設置し、個別事項に関し、検討させるこ 

とができる。 

５． 推進協議会及び幹事会へは、必要に応じ、推進協議会及び幹事会並びにあらかじめ選定 

した学識者以外の関係機関を出席させることができる。 

 

第４条 会務 

１． 下流域全体の地域防災力を向上させる治水方策の実現に向けた具体的な対策を明らか 

にし、洪水想定等の水害リスク情報を共有するとともに、各構成員がそれぞれまたは連携 

して実施している現状の減災に係る取組状況等について共有し進捗状況を確認する。 

 ２． 減災のための目標を実現するために各構成員がそれぞれ又は連携して取り組む事項をま 

とめた地域の取組方針を作成し、共有する。 

 ３．  毎年、協議会を開催するなどして、地域の取組方針に基づく対策の実施状況を確認する。 

また、本協議会等を中心として、毎年出水期前にトップセミナーや堤防の共同点検等を実 

施し、状況の共有を図る。 

 ４． その他、大規模氾濫に関する減災対策に関して必要な事項を実施する。 

  ５． 地域防災力を向上させる治水方策の検討において、必要とされる情報の共有や必要に応 

じて学識者からの助言を得る。 

 

 

資料－２ 
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第５条 推進協議会及び幹事会の開催 

   推進協議会は、会長が必要と認めたときに会長が、幹事会は、幹事長が必要と認めたとき

に幹事長がそれぞれ招集する。 

    

第６条 情報公開 

  推進協議会及び幹事会は、原則、公開とする。 

 

第７条 事務局 

     推進協議会の事務局は、北陸地方整備局信濃川下流河川事務所及び北陸地方整備局河川部

並びに新潟県土木部におき、各機関と調整を図りながら運営を行う。 

 

第８条 規約の改正 

   推進協議会は、この規約を改正する必要があると認めるときは、会員総数の三分の二以上

の同意を得てこれを行うものとする。 

 

第９条 雑則 

この規約に定めるもののほか、推進協議会の運営に関し必要な事項は、会長が推進協議会

に諮って決める。 

 

 

  附  則 

   本規約は、平成２５年５月３１日より実施する。 

 

  附  則 

   （一部改正） 

   本規約は、平成２６年２月１３日より実施する。 

 

   （一部改正） 

   本規約は、平成２８年８月  日より実施する。 
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別表－１ 

                

水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会 会員名簿 

  

 新潟市長（会長） 

長岡市長 

 三条市長 

 加茂市長 

見附市長 

 燕市長 

五泉市長 

弥彦村長 

 田上町長 

 新潟県      防災局長 

新潟県      農地部長 

 新潟県      土木部長 

 北陸農政局    農村振興部長 

 新潟地方気象台  次  長 

 北陸地方整備局  河川部長 

  

 ※各会員については、代理出席を認めるものとする。 
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別表－２ 

 

 水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会 幹事会名簿 

 

新潟市   危機管理防災局長、土木部長 

  長岡市   危機管理監、土木部長 

  三条市   総務部長、建設部長 

  加茂市   総務課長、建設課長 

  見附市   企画調整課長、建設課長 

  燕市    総務部長、都市整備部長 

  五泉市   総務課長、都市整備課長 

弥彦村   総務課長、建設企業課長 

  田上町   総務課長、地域整備課長 

  新潟県防災局          防災企画課長、危機対策課長 

新潟県農地部          農地計画課長 

新潟地域振興局農林振興部    農林振興部長 

新潟地域振興局新津農業振興部  農業振興部長 

新潟地域振興局巻農業振興部   農業振興部長 

三条地域振興局農業振興部    農業振興部長 

長岡地域振興局農林振興部    農林振興部長 

  新潟県土木部          河川管理課長、河川整備課長  

  新潟地域振興局地域整備部    地域整備部長 

  新潟地域振興局新津地域整備部  地域整備部長 

  三条地域振興局地域整備部    地域整備部長 

  長岡地域振興局地域整備部    地域整備部長 

  北陸農政局農村振興部      水利整備課長 

  北陸農政局信濃川水系土地改良調査管理事務所 事務所長 

  新潟地方気象台         気象防災情報調整官 

  北陸地方整備局河川部      河川調査官 

  北陸地方整備局信濃川下流河川事務所 事務所長（幹事長）  

※各幹事については、代理出席を認めるものとする。  
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水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会 

協力学識者名簿 

 

（総括） ※順不同 敬称略 

丸井 英明 新潟大学 災害・復興科学研究所特任教授 

（防災） 

田村 圭子 新潟大学 危機管理本部危機管理室教授 

（気象） 

熊倉 俊郎 長岡技術科学大学 工学部環境社会基盤工学専攻准教授 

（河川） 

衞藤 俊彦 長岡工業高等専門学校 環境都市工学科准教授 

安田 浩保 新潟大学 災害・復興科学研究所准教授 

山本 隆広 長岡工業高等専門学校 環境都市工学科准教授 

（農業） 

三沢 眞一 新潟大学名誉教授 

吉川 夏樹 新潟大学 自然科学系准教授 

（リモートセンシング） 

力丸  厚 長岡技術科学大学 工学部環境社会基盤工学専攻教授 

（ハザードマップ） 

澤田 雅浩 長岡造形大学 建築・環境デザイン学科准教授 

（交通） 

佐野 可寸志 長岡技術科学大学 大学院工学研究科原子力システム安全工学専攻教授 

（教育） 

  藤岡 達也 滋賀大学 教育学部教授 

（情報通信） 

井ノ口 宗成 新潟大学 危機管理本部危機管理室特任講師 

（情報提供）  

新潟日報、ＮＨＫ  

                         ※各学識者の役職については、H28.5.30現在 
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水害に強い信濃川下流域づくり推進協議会 規約新旧対比表(主要箇所) 
 

 
改正前（旧） 改正後（新） 

 

第 

２ 

条 

 

目 

的 

推進協議会は、信濃川下流域のも 

つ課を共有し、協働して下流域全体 

の地域防災力を向上させる治水方策

を推進することを目的とする。 

推進協議会は、河川管理者、県、 

市町村等が連携・協力して、信濃川 

下流域のもつ課題及び減災のための

目標を共有し、協働して、ハード対 

策とソフト対策を一体的、計画的に 

推進することにより、下流域全体の 

において氾濫が発生することを前提

として社会全体で常に洪水に備える

「水防災意識社会」を再構築し、 

地域防災力を向上させる治水方策を

推進することを目的とする。 

 

 

第 

４ 

条 

 

会 

務 

１．下流域全体の地域防災力を向上さ 

せる治水方策の実現に向けた具体的

な対策を明らかにするとともに進捗

状況を確認する。 

１． 下流域全体の地域防災力を向上さ

せる治水方策の実現に向けた具体的

な対策を明らかにするとともにし、 

洪水想定等の水害リスク情報を共有

するとともに、各構成員がそれぞれ 

または連携して実施している現状の

減災に係る取組状況等について共有

し進捗状況を確認する。 

 

 ２． 減災のための目標を実現するため

に各構成員がそれぞれ又は連携して

取り組む事項をまとめた地域の取組

方針を作成し、共有する。 

 

 ３． 毎年、協議会を開催するなどして、

地域の取組方針に基づく対策の実施

状況を確認する。また、本協議会等 

を中心として、毎年出水期前にトッ 

プセミナーや堤防の共同点検等を実

施し、状況の共有を図る。 

 

 ４． その他、大規模氾濫に関する減災

対策に関して必要な事項を実施する。 

 

 


